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概  要 
 
  本稿は、明治・大正期に全国の各町村で調査・作成された町村是による、 「国
民経済計算」体系に準じた「村民経済計算」推計の試みである。まず、所得推
計に関する日本経済史の研究成果を概観し、町村是による所得推計の可能性を
提示する(第 1 節)。 次に、 使用する資料の紹介をかねて、 『清田村・国里村々是』
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とされる1。 資料名はよく知られていており、 約 1,000 町村分現存するが、 明治・
大正期の農村史研究において積極的に用いた研究は少ない。 























2  尾関(2003)、斎藤・尾関(2004)を参照。 





























                                                  
4西川・石部(1975a)、同(1975b)、穐本(1988)、西川(1985)、佐藤(1986)、松本
(2004)、浜 野 (2000)を参照のこと。 ただし、 浜野の研究は出来高ベースであり、
付加価値ベースではない。 
5  尾高・山内(1993)、同(1994)。 

































  今回の推計に用いる山梨県西山梨郡『清田村・国里村々是』は、 「大正二年度
における事実に基きて、調査編纂せるもの9」であり、1915(大正 4)年 3 月に刊
行された。山梨県における村是調査の実態を示すものとして、明治 36 年 6 月
の『山梨日々新聞』には、 「郡町村是調査方針(一)、(二)」という記事がある。
                                                  
8  以下、本段落と次段落の記述は、斎藤・尾関(2004)、pp.156-158 による。 























[表 1 挿入：山梨県『清田村・国里村々是』の「収入支出一覧表」] 
 








得推計(表 3 を参照)では、ブラケット内の数値を利用する。 
                                                  
10  『山梨日々新聞』(1903a)、同(1903b)を参照。 
11  佐々木(1970), pp.28-38。  7
表 1 の内容をパネル A の清田村を例に説明しよう。表の左側にある収入の各
項目(番号 1～12)について、 上から順番にいくつかピックアップすると、 1.農業
収入 139,371 円、6.雑業収入 2,334 円、10.貯蓄貸金利子 2,732 円、11.受取小
作料 878 円、合計 160,731 円である。この合計額が、町村是における村の 1 年
間のフローの収入額である。 
続いて表 1 の右側に記載された支出の各項目(番号 13～23)についても、上か
ら順にいくつかピックアップすると、 衣食住に関わる 13.生計費 73,619 円、 18.
農業生産費 37,920 円、21.支払小作料 22,512 円、合計 167,202 円となる。こ
の収入合計額から支出の合計額を差し引いた額が、 町村是における利益となる。
結果、パネル A の清田村は、6,471 円の赤字となる。一戸当では 30 円 66 銭、
一人当では 5 円 57 銭の赤字である。パネル B の国里村も清田村と同じ項目で
収入と支出が調査されているので、 ここでは合計額と収支計算の額を確認する。
国里村の収入合計額は、71,906 円、支出合計額は 73,649 円であり、差引では




















                                                  
12  以下、この段落は斎藤(1985a)、同(1985b)による。  8





兼業しているのが 5 戸、商業を兼業しているのは 9 戸、雑業を兼業しているの
が 13 戸ある。次に、工業をみていくと、専業で従事する戸はなく、農業を兼
業としている 1 戸のみである。つづいて、商業も専業はなく、農業を兼業とし






次にパネル B  国里村の職業別戸口数を確認すると、農業は、専業が 90 戸、
工業を兼業するのは 3 戸、商業を兼業するのも同じく 3 戸、雑業を兼業するの
は 4 戸である。 
工業は、専業がなく、農業を兼業するのが 5 戸である。ここで国里村の工業
収入項目を確認すると、瓦製造 2 戸、水車業 2 戸が記載されており、それぞれ
の摘要欄には「農業を副業に営めり」とある15。最後に商業の戸数は、まった







は、現在の第 2 種兼業農家と同じ扱い方といってもよいのではないだろうか。  
以上の両村の職業別戸口統計から判明することは、農業以外の業種に従事す
                                                  
13  この表 2 のパネル A 清田村の農業欄の兼雑業戸数が、合計欄の兼雑業戸数
と一致しない(前者が 2 戸少ない)。そのため、農業、工業、商業、雑業の合計
戸数が、 合計欄の戸数と一致しない(前者の合計戸数が合計欄の戸数より 2 戸少
ない)。この理由は、 『清田村・国里村々是』からは判明しない。 
14  中込編(1915)、pp.7-8。 
15  表 2 の職業別戸口数の戸数と一致しないが、 現時点でその理由は不明である。
なお、国里村の工業については、本稿第 4 節第 2 項も参照のこと。  9
る戸においても農業を兼業として行い、生計を立てている。また、両村は農業
を基本としていたが、明治初期を対象とした斎藤の研究と同じように、大正初
期においても農家における、 兼業の果たす役割が重要であることが確認できる。  
 





第 2 項でおこない、 これをもとに 「村民経済計算」 の推計を本節第 3 項で行う。 
さて、一般に「国民経済計算」における所得推計には、GNP 概念と GDP 概
念が存在する。 『清田村・国里村々是』に則して言うと、 「村民」概念と「村内」
概念である。本稿の目的は、村民の所得を推計することにあるので、村外との
所得の移転を含めた GNP 概念による村民所得の推計を行う。 
 










種および収入額については、表 1 の 1.農業収入、2.竹林収入、3.工業収入、4.
水産収入、5.商業収入、6.雑業収入、7.農家副業収入、それぞれの収入額をも
とに、 表 3 の①農林業(1.農業収入と 2.竹林収入とを中間財投入額の関係で合併
した。理由は次の段落で述べる。また、１.農業収入には農家の自家消費分を含
む)、②工業、③水産業、④商業(ただし、マージンではなく、売上額である)、





























水車業が記載され、 「原料等控除額」 が判明するので、 中間財投入額が判明する。
一方後者は、職工の賃金が記載されているのみである。よって、(ロ)賃工業も
清田村の工業収入と同じく、職工の受取った所得は収入額の 2 割とする。 
そして、 「生産所得」の推計にあたっては、以上のほかに、表 1 の収入欄にあ
る 8.労働賃金、9.自家産出肥料、18.農業生産費、22.借金利子を用いる。ここ
                                                  
16  尾高・山内(1994)、pp. 218-219。 
17  この問題については、荏開津(1985)、pp.104-105 を参照。 
18  梅村他(1966)、pp.50-52。 
19これは、清田村の雑業収入項目にある土木工事請負の場合である。請負業者
2 戸の収入金 500 円、仕入金等の控除額 400 円、利益 100 円とあるので、利益






は生計費として計上する(本節第 3 項、表 5 の 10 個人消費(j)借金利子を参照の
こと)。 
 
４－２  「生産所得」の推計 
  前項では、 『清田村・国里村々是』の表 1「収入支出一覧表」を所得推計に用
いる際の手続について述べた。 その手続をもとに、 表１ 「収入支出一覧」 を 「国
民経済計算」の所得推計の枠組みに組み替えたものが表 3 である。以下、表 3





 収 入 額  
 ・ 1.農業収入と 2.竹林収入とを合計し、①農林業とする。 
 ・ 8.労働賃金のうち日雇男（これを 8(1)とする以下同様） 、日雇女 8(2)、奉公 
男 8(3)を加える。 
 ・ 9.  自家産出肥料を加える。 
  中間財投入額 
 ・ 9.  自家産出肥料を加える。 
 ・ 18.農業生産費から、9.  自家産出肥料と同額を減じ、さらに農具の新調・ 
修繕費を減じる。 
 ・ 22.借金利子の半分を加える(残り半分は、 表 5 の 10.個人消費(j)借金利子へ)。  
②工業 
 収 入 額  
  ・収入額の 2 割を所得額とする(脚注の 19 を参照)。 
④商業 
 収 入 額  
 ・ 8.労働賃金のうち、奉公男商 3 人 8(4)を加える。 
 
                                                  
20  中込編(1915)、pp.175-176。  12
以上の過程を経て推計された、各業種の所得額と付加価値率および「生産所
得」に占める割合を表 3 から確認する。はじめにパネル A 清田村の①農林業を
例に数値をみていく。 ①農林業の収入額は 146,106 円、 中間財投入額が 39,917
円、 「生産所得」 が 106,188 円、 付加価値率は 0.727、 生産所得に占める割合は、
96%である。以下、清田村について順に「生産所得」額と付加価値率のみをあ
げていくと、 ②工業 【205 円・0.200】 、 ③水産業 【10 円・0.667】 、④ 商 業【 1,481
円・0.051】 、⑤雑業【2,334 円・0.641】 、⑥農家副業【441 円・0.794】である。
清田村の「生産所得」額の合計は、110,660 円であり、付加価値率の算術平均
は 0.513 である。最後に生産所得に占める割合は、①農林業が 96％と圧倒的で
あるが、2％強の⑤雑業にも注意をはらう必要があろう。 
つづいてパネル B  の国里村についても同じように 「生産所得」 額と付加価値
率のみを順に示すと、 ①農林業 【48,625 円・0.776】 、 ②工業 【814 円・0.232】 、
③水産業 【17 円・0.667】 、④ 商 業【 236 円・0.030】 、⑤ 雑 業【 1,623 円・0.800】 、

















４－3  「村民経済計算」の推計 
  「国民経済計算」は、一国全体の帳簿としての役割を果たすものである。そ
の体系の中心は、フローとしての年間の総生産と期首と期末のストック調査で
                                                  
21  以下この段落は、中込編(1915)、pp.94-95 による。  13









の「収入・支出一覧表」 「輸出入表」 、 「村役場精算表」 、 「生計費」の各項目を用
いて、 「国民経済計算」体系に準じた、 「村民経済計算」勘定を推計した。その
結果を表 4 から表 8 に示した。 
  まず、表 4 村民総生産と支出勘定であるが、この表は表 5～表 8 から作成さ
れるため、初めに表 5 から順に推計方法を説明する。 
 












『長期経済統計 1  国民所得』の基礎推計において、商業、サービス業所得
額の推計は、分配面、すなわち利潤と賃金をそれぞれ独立に推計し、両者を合
計して所得を求めている22。そこで、政府サービスの産出額推計に準じて(本項
の表 6 の説明を参照)、 すなわち民間サービスの支出額を民間サービスの産出額
とみなして民間のサービス所得を推計した。 
まず、表 5 の 10 個人消費(d)、(e)、(f)、(g)を足し合わせて、民間サービスの
                                                  
22  経済企画庁経済研究所(1969)、pp.97-117 を参照。  14
支出合計額を求める。そして、 これら民間サービス支出合計額の 50％は村外か
らの民間サービスの輸入であると考えられるので、初めに民間サービス支出合
計額の 50％を控除し(この額は、表 8 村外勘定の 41.輸入に加えられる)、その
残余である民間サービス支出合計額の 50％を両村内への民間サービスへの支
出額とする。そして村内の民間サービスの支出額の 50％(＝民間サービスの支
出合計額の 25％)を村内の民間サービスが得る所得とみなし、 表 5 の右側に 14.
所得(b)民間サービス所得として計上する23。 
以上から推計された、18.全個人所得は、清田村 123,790 円、国里村 59,242
円である。 
表 5 の左側には支払である個人の支出額を計上した。 その内容は、 10.個人消
費 24、11.直接税、12.貯蓄からなる。12.の貯蓄額は、18.全個人所得から、10.
個人消費と 11.直接税との合計額を減じた額が計上され、清田村 14,620 円、国
里村 9,452 円である25。よって、13.全個人支出と 18.全個人所得とは、清田村
123,790 円、国里村 59,242 円で収支が一致する。 
 









                                                  
23  なお、 『清田村・国里村々是』の作成に助言をした、島根県農会藤原勇造が
指導し、調査・刊行された島根県の町村是には、これらの業種について「収入







25  そして、この貯蓄額が表 7 資本形成勘定の 34.個人貯蓄となる。 
26  なお、 表 1 の 20.諸税負担額は村民の納入額しか判明しないため、 表 6 は『 清
田村・国里村々是』の「村役場精算表」から作成した。そのため、両者の金額
が異なる。 
27  以下、この段落は白川・井野(1994)、pp.44-45 頁による。  15
 
    政府サービス産出＝中間消費＋付加価値 
                    ＝中間消費＋雇用者所得＋間接税＋固定資本減耗 
 
 だ が 、 『清田村・国里村々是』からは、この式を満たす計数が得られない。よ
って、 表 6 の 19.財及びサービスへの村役場支出と同額を 27.村役場サービスの
産出に計上する。 また、 政府サービスに準じるであろう 29.耕地整理組合費は、









る清田村 10,288 円、国里村 4,029 円、である。表 6 の村役場勘定では、収入
が支出を、清田村で 4,179 円、国里村で 842 円超過している。 
 
[表 7 挿入：資本形成勘定] 
 
 表 7 は、村内の資本形成勘定である。右側は投資の源泉である貯蓄額、すな
わち表 5 の 12.個人貯蓄の金額を、34.個人貯蓄として計上した。その額は清田
村 14,620 円、国里村 9,452 円である。一方、表 7 の左側は、貯蓄がどのよう
な形で村内おける資本形成のために投資されたかを示す。村内の住宅と家具お
よび農具の新調・修繕費と村役場の土木費支出とを合計した、 グロス表示の 31.





村で 9,630 円、国里村で 5,727 円、それぞれ超過している。だが、原資料には
数字として記載されていない公債や株式の購入などがあったと思われる。そこ
で、両村の金融資産から、公債や株式の購入額の推計を試みた。 『清田村・国里
村々是』に記載された金融資産額は、清田村 46,761 円、国里村 18,635 円であ 16
る 28。このうち、債券・貯金などの合計額は、清田村 30,297 円、国里村 12,518
円であり、 いわゆる箪笥貯金と思われる 「農業家流通資金」 、 「工業家流通資金」 、
「商業家流通資金」 、 「雑業家流通資金」の合計額は、清田村 16,464 円、国里
村 6,117 円である。金融資産額に占める割合を求めると前者が清田村 65％、国
里 67％、後者が清田村 35％、国里村 33％となる。両村を平均すると金融資産
の比は、ほぼ２対１となる。そこで、清田村と国里村の貯蓄と資本形成の差額
に 0.66 を乗じた額を、公債や株式の購入すなわち 32.村外への投資として、清
田村 6,356 円、 国里村 3,779 円を計上した。 しかし、 この額を計上してもなお、
貯蓄が投資を清田村で 3,274 円、国里村で 1,947 円超過している。 
 
[表 8 挿入：村外勘定] 
 




得(海外からの送金)からなり、 その合計額である 40.村外からの全受取は、 清田
村 76,132 円、国里村 24,026 円である。右側の村外からの支払は 41.輸入(ここ
で、41.輸入は、 『清田村・国里村々是』の「物資輸出入表」に記載された物財
の輸入額に、 表 5 の 10.個人消費から推計されたサービスの輸入額、 表 7 の 32.
村外への投資額を加えた額である)、42.村役場から国・県への移転、43.村役場
から他町村への移転からなり、44.村外への全支払は、清田村 58,318 円、国里
村 26,347 円となる。 
表 8 村外勘定では、清田村では、受取が支払を 17,814 円超過し、一方国里
村では、逆に支払が受取を 2,321 円超過している。 
ここでは、両村の対外関係全体をみてきた。そこでの勘定は不突合をしめし






  ① 米 【 55／36】 、大麦【21／27】 、小麦【43／52】 、玉蜀黍【98／‐】 、 
                                                  








  ①は、穀類を中心にまとめた。米は、両村の平均でおよそ 45％が輸出され、
特に清田村のほうが国里村よりも約 20％輸出依存度が高い。②の蔬菜類は、両
村が甲府市近郊にあるため輸出依存度が高くなる。果実類については、蔬菜類










と、清田村 29,845 円、国里村 4,834 円の輸出超過であることが分かる29。 
 
[表 4 挿入：村民総生産と総支出勘定] 
 
 以 上 、 4 つの勘定体系を提示したが、最後に表 5～表 8 から作成される表 4
村民総生産と総支出勘定を見ていこう。ここでは、左側に村民所得の成立が、
右側にその支出の形態が示されている。左側は、1.間接税(25)と 2.要素価格表
示の村民所得(14)からなり、 3.市場価格表示の村民生産は、 清田村 122,746 円、
国里村 58,941 円である。 右側の支出は、 4.民間部門による財およびサービスの
消費(10)、5.財およびサービスへの村役場・耕地整理組合支出(19)・(20)、6.村
内投資(31)、7.輸出(36)を足し上げ、それから輸入(41)を減じた額である。右側
の合計額である 9.村民総生産への支出は、清田村 133,982 円、国里村 52,045
円が計上されている。 そして、 清田村では総支出が総生産を 11,236 円超過し、
                                                  
29  中込編(1915)、pp.58-60、pp.114-116 より計算。  18
逆に国里村では、総生産が総支出を 6,896 円超過している。 
 




























敏感に変化する以前には、 被服は家計における耐久財(資産)であった。 実際、 『清
田村・国里村々是』においても被服ストックは調査されており、他県の町村是
でも被服ストックが調査され、被服の消費額がストックからの減価償却として
                                                  
30  『清田村・国里村々是』,p.253。 
31この問題は、中村(1999)、pp.83-87 において論じられている。  19
推計されている32。実際、清田村と国里村においても一戸当たりのストック額
で、被服が家具・雑用具を若干上回っている33。これは、消費行動においてス












表 4 の村民総生産と総支出勘定は、清田村では総支出が総生産を 11,236 円
超過し、国里村では反対に総生産が総支出を 6,896 円超過する。表 8 村外勘定
において、清田村は 17,814 円の輸出超過、国里村は 2,321 円の輸入超過であ
る。仮にこの額が把捉されていない両村の輸出入額であるならば、表 4 村民総
生産と総支出勘定の右側の 8.(控除)輸入額に清田村 17,814 円、 7.輸出額に国里
村 2,321 円を加えると、9.村民総生産への総支出は、清田村 116,168 円、国里









果、 現時点の推計値は改善の余地を含むものである。 よって、 『清田村 ・ 国里村々
是』の 3 つの勘定体系、すなわちフロー勘定の「収入及支出」 、 「町村内外輸出
入総額」 、およびストック勘定の「町村共有財産、貯蓄金額」の整合性を保持し
た、 「村民経済計算」の推計を行うことが今後の課題である。
                                                  
32尾関(2003)、pp.96-100 を参照。 
33斎藤・尾関(2004)、pp.177-178 を参照。  20
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